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論壇
1

は
じ
め
に

2
0
1
4
年
6
月
24
日
、

「
日
本
再
興
戦
略
」
の
改
定
が

閣
議
決
定
さ
れ
た
。

こ
の
中
で
、
法
人
課
税
に
つ

い
て
は
、「
日
本
の
立
地
競
争

力
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
我

が
国
企
業
の
競
争
力
を
高
め
る

こ
と
と
し
、
そ
の
一
環
と
し

て
、
法
人
実
効
税
率
を
国
際
的

に
遜
色
な
い
水
準
に
引
き
下
げ

る
こ
と
を
目
指
し
、
成
長
志
向

に
重
点
を
置
い
た
法
人
税
改
革

に
着
手
す
る
。
そ
の
た
め
、
数

年
で
法
人
実
効
税
率
を
20
％
台

ま
で
引
き
下
げ
る
こ
と
を
目
指

す
」
と
し
、
そ
の
財
源
と
し

て
、「
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
等

に
よ
る
恒
久
財
源
の
確
保
を
す

る
こ
と
」
を
挙
げ
て
い
る
。

こ
れ
を
踏
ま
え
て
、「
平
成

27
年
度
税
制
改
正
大
綱
」
は
、

「
平
成
27
年
度
を
初
年
度
と

し
、
以
後
数
年
で
、
法
人
実
効

税
率
を
20
％
台
ま
で
引
き
下
げ

る
こ
と
を
目
指
す
」「
制
度
改

正
を
通
じ
た
課
税
ベ
ー
ス
の
拡

大
等
に
よ
り
、
恒
久
財
源
を
し

っ
か
り
と
確
保
す
る
。
税
率
引

下
げ
と
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
等

の
改
革
は
、
大
き
く
分
け
て
2

段
階
で
進
め
る
こ
と
」と
し
た
。

本
稿
で
は
、
こ
の
法
人
税
改

革
の
う
ち
法
人
事
業
税
の
外
形

標
準
課
税
の
中
小
企
業
へ
の
適

用
拡
大
に
つ
い
て
以
下
に
考
察

を
行
う
。

2

平
成
27
年
度
税
制
改
正
に
お
け
る

「
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
」

平
成
27
年
度
税
制
改
正
は
、

上
述
の
法
人
税
改
革
の
2
段
階

の
第
1
段
階
と
し
て
、
欠
損
金

繰
越
控
除
の
見
直
し
、
受
取
配

当
等
益
金
不
算
入
の
見
直
し
、

租
税
特
別
措
置
の
見
直
し
と
と

も
に
、
法
人
事
業
税
の
外
形
標

準
課
税
の
拡
大
が
行
わ
れ
た
。

た
だ
し
、「
地
域
経
済
を
支
え

る
中
小
法
人
へ
の
影
響
に
配
慮

し
て
、
大
法
人
を
中
心
」
と
し

た
改
正
と
な
り
、
外
形
標
準
課

税
に
つ
い
て
も
、
中
小
企
業
へ

の
適
用
拡
大
は
見
送
ら
れ
た
。

3

外
形
標
準
課
税
の
中
小
法
人
へ
の

適
用
拡
大

平
成
27
年
度
税
制
改
正
大
綱

は
、
第
2
段
階
と
し
て
の
平
成

28
年
度
税
制
改
正
に
お
け
る
検

討
項
目
と
し
て
、「
外
形
標
準

課
税
の
適
用
対
象
法
人
の
あ
り

方
に
つ
い
て
も
、
地
域
経
済
・

企
業
経
営
へ
の
影
響
も
踏
ま
え

な
が
ら
引
き
続
き
慎
重
に
検
討

を
行
う
」
と
し
、
中
小
企
業
へ

の
外
形
標
準
課
税
の
適
用
拡
大

に
含
み
を
残
し
て
い
る
。
本
稿

は
、
以
下
に
議
論
す
る
通
り
、

外
形
標
準
課
税
の
中
小
法
人
へ

の
適
用
拡
大
等
に
つ
い
て
は
、

明
確
に
反
対
す
る
も
の
で
あ
る

（
注
1
）。

⑴

平
成
27
年
度
税
制
改
正
の

内
容

平
成
27
年
度
の
法
人
事
業
税

の
改
正
は
、
ま
ず
、
付
加
価
値

割
と
資
本
割
の
税
率
の
引
き
上

げ
、
所
得
割
の
税
率
の
引
き
下

げ
が
行
わ
れ
た
（
地
法
72
の
24

の
7
）。
こ
れ
に
よ
り
、
付
加

価
値
割
、
資
本
割
、
所
得
割
の

構
成
比
率
が
変
わ
り
、
付
加
価

値
割
と
資
本
割
の
構
成
比
率

が
、
従
来
の
全
体
の
税
収
の
1

／
4
（
2
／
8
）
か
ら
、
平
成

27
年
度
は
3
／
8
、
平
成
28
年

度
以
降
は
4
／
8
（
す
な
わ
ち

1
／
2
）
と
な
る
、
外
形
標
準

課
税
の
拡
大
が
行
わ
れ
た
。

な
お
、「
付
加
価
値
割
に
お

け
る
所
得
拡
大
促
進
税
制
」
と

し
て
平
成
27
年
4
月
1
日
か
ら

平
成
30
年
3
月
31
日
ま
で
の
間

に
一
定
の
要
件
を
満
た
す
場
合

に
は
、
雇
用
者
給
与
等
支
給
増

加
額
を
付
加
価
値
割
の
課
税
標

準
か
ら
控
除
で
き
る（
附
則
9
）

特
例
が
設
け
ら
れ
た
（
注
2
）。

さ
ら
に
、
法
人
事
業
税
の
税

率
の
改
正
に
伴
う
負
担
変
動
に

対
し
、
一
定
の
負
担
軽
減
措
置

が
講
じ
ら
れ
た（
附
則
8
、9
）。

⑵

外
形
標
準
課
税
の
適
用
拡

大
を
め
ぐ
る
論
点

①
応
益
原
則

外
形
標
準
課
税
の
適
用
対
象

法
人
を
中
小
企
業
へ
拡
大
す
る

議
論
の
根
拠
と
な
っ
て
い
る
の

が
「
応
益
原
則
」
の
考
え
で
あ

る
。応

益
原
則
は
、「
地
方
税

は
、
受
益
す
る
行
政
サ
ー
ビ
ス

の
対
価
を
広
く
住
民
で
負
担
す

る
」
と
い
う
原
則
で
あ
る
。
こ

の
原
則
に
従
え
ば
、
た
と
え
ば

赤
字
法
人
に
お
い
て
も
、
法
人

と
し
て
存
在
し
、
公
共
サ
ー
ビ

ス
を
受
け
て
い
る
以
上
、
課
税

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
す
な
わ

ち
、
応
益
原
則
を
追
求
す
れ

ば
、
税
の
負
担
能
力
に
関
係
な

く
税
を
徴
収
さ
れ
る
こ
と
と
な

る
の
で
あ
る
。

し
か
し
、
実
際
の
課
税
に
あ

た
っ
て
は
、
そ
の
理
念
を
追
求

す
る
ば
か
り
で
は
な
く
、
担
税

力
に
も
配
慮
さ
れ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
と
い
う
べ
き
で
あ
る
と

考
え
る
。

日
本
商
工
会
議
所
の
試
算
に

よ
れ
ば
、
外
形
標
準
課
税
を
拡

大
し
た
場
合
の
欠
損
法
人
へ
の

影
響
を
う
け
る
法
人
数
（
増
税

と
な
る
法
人
数
）
は
、
約
1
7

6
万
社
と
試
算
さ
れ
て
い
る
。

欠
損
法
人
、
特
に
中
小
企
業

は
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
乏

し
く
、
担
税
力
も
不
足
し
て
い

る
。
応
益
原
則
の
要
請
か
ら
、

赤
字
法
人
も
外
形
標
準
課
税
に

よ
り
法
人
事
業
税
を
納
め
る
べ

き
と
い
う
議
論
は
、
い
ま
だ
中

小
企
業
に
厳
し
い
経
営
環
境
が

続
く
中
で
の
税
の
負
担
増
を
求

め
る
も
の
で
あ
り
、
反
対
せ
ざ

る
を
得
な
い
。

②
賃
金
課
税

法
人
事
業
税
の
外
形
標
準
課

税
に
お
け
る
付
加
価
値
割
の
課

税
標
準
は
、
そ
の
大
半
が
報
酬

給
与
額
で
あ
り
、
こ
の
点
か
ら

「
外
形
標
準
課
税
は
賃
金
課
税

で
あ
る
」
と
指
摘
さ
れ
る
。

こ
れ
に
対
し
、
給
与
を
増
や

せ
ば
そ
の
分
利
益
が
減
る
の

で
、
納
税
額
は
変
わ
ら
な
い
、

ま
た
、
雇
用
安
定
控
除
、
あ
る

い
は
新
設
さ
れ
た
付
加
価
値
割

に
お
け
る
所
得
拡
大
促
進
税
制

に
よ
っ
て
、
雇
用
・
賃
金
に
配

慮
し
て
い
る
、
と
い
っ
た
点
か

ら
、
外
形
標
準
課
税
は
賃
金
課

税
に
は
あ
た
ら
な
い
、
と
い
う

反
論
が
あ
る
。

し
か
し
、
前
者
の
指
摘
は
、

そ
も
そ
も
赤
字
法
人
は
利
益
が

な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
実
質
賃

金
課
税
と
な
る
。
ま
た
黒
字
法

人
に
お
い
て
も
、
給
与
が
増
額

す
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
、
お

お
む
ね
利
益
が
出
た
と
き
で
あ

り
、
増
加
し
た
利
益
で
給
与
を

増
額
す
れ
ば
、
結
局
、
納
税
額

が
増
え
る
こ
と
に
な
る
。
ま

た
、
雇
用
安
定
控
除
等
は
納
税

額
の
増
加
を
緩
和
す
る
措
置
で

あ
り
、
税
の
性
格
ま
で
を
変
え

る
も
の
で
は
な
い
。

ま
た
、「
付
加
価
値
に
課
税

す
る
企
業
課
税
は
、
利
子
、
配

当
、地
代
、賃
金
な
ど
に
要
素
市

場
で
、
所
得
が
分
配
さ
れ
る
以

前
に
、
所
得
の
源
泉
に
お
い
て

課
税
さ
れ
る
企
業
活
動
そ
の
も

の
に
対
す
る
租
税
で
あ
る
」（
注

3
）
と
い
う
意
見
が
あ
る
。
し

か
し
、
特
に
中
小
企
業
は
労
働

分
配
率
が
約
78
％
で
あ
り
、
人

件
費
負
担
が
大
き
い
た
め
、
実

質
的
に
は
賃
金
課
税
で
あ
る
と

考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、

外
形
標
準
課
税
の
拡
大
は
、
雇

用
の
維
持
を
困
難
に
し
、
賃
金

の
引
き
上
げ
を
抑
制
す
る
作
用

を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
。

さ
ら
に
、
三
大
都
市
圏
を
除

く
地
方
に
お
い
て
は
、
中
小
企

業
が
雇
用
人
口
の
83
・
8
％
を

占
め
て
お
り
、
外
形
標
準
課
税

を
中
小
企
業
に
ま
で
対
象
と
す

る
こ
と
は
、
地
域
の
雇
用
の
場

を
喪
失
さ
せ
、
地
域
経
済
の
衰

退
を
招
く
こ
と
に
も
な
り
か
ね

な
い
と
言
え
よ
う
。

③
地
域
偏
在
性

総
務
省
「
地
方
財
政
白
書
」

（
平
成
27
年
版
）
に
よ
れ
ば
、

人
口
ひ
と
り
あ
た
り
の
税
収
額

の
指
数
の
格
差
は
、
地
方
税
全

体
で
は
2
・
6
倍
で
あ
る
の
に

対
し
、
法
人
住
民
税
と
法
人
事

業
税（
い
わ
ゆ
る
法
人
2
税
）で

は
6
・
3
倍
に
達
し
て
い
る
。こ

れ
は
、
他
の
税
目
と
の
比
較
に

お
い
て
も
高
い
数
値
で
あ
り
、

法
人
2
税
の
税
源
の
偏
在
性
を

示
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、

外
形
標
準
課
税
、
す
な
わ
ち
、

法
人
事
業
税
を
拡
大
す
る
こ
と

は
、「
東
京
都
な
ど
の
大
都
市

の
税
収
が
一
層
増
加
す
る
こ
と

か
ら
、
地
域
間
格
差
が
よ
り
拡

大
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
」（
前

掲
注
1
）
と
す
る
東
京
税
理
士

会
の
主
張
は
妥
当
で
あ
ろ
う
。

④
諸
外
国
と
の
比
較

諸
外
国
に
お
い
て
は
、
外
形

標
準
課
税
は
廃
止
さ
れ
る
傾
向

に
あ
る
。
た
と
え
ば
、
ド
イ
ツ

に
お
い
て
は
、「
営
業
税
」
か

ら
「
賃
金
課
税
部
分
」
さ
ら
に

「
資
本
金
課
税
部
分
」
を
順
次

廃
止
し
た
。
こ
の
よ
う
に
、
国

際
的
に
み
て
も
外
形
標
準
課
税

は
廃
止
の
方
向
で
あ
り
、
我
が

国
の
外
形
標
準
課
税
拡
大
の
議

論
は
、
こ
の
流
れ
に
逆
行
す
る

も
の
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。

4

お
わ
り
に

以
上
の
よ
う
に
問
題
点
を
検

討
し
、
本
稿
は
、
外
形
標
準
課

税
の
中
小
企
業
へ
の
適
用
拡
大

に
は
反
対
の
立
場
を
と
ら
ざ
る

を
得
な
い
も
の
で
あ
る
。
特

に
、
応
益
原
則
を
め
ぐ
る
議
論

に
つ
い
て
は
、
そ
の
趣
旨
・
理

念
を
十
分
に
検
討
し
、
実
際
の

課
税
と
の
乖
離
を
念
頭
に
、
慎

重
に
議
論
さ
れ
る
べ
き
で
あ

る
。
ま
た
、
実
質
的
に
賃
金
課

税
で
あ
る
外
形
標
準
課
税
の
拡

大
は
、
地
域
に
お
け
る
雇
用
の

場
を
喪
失
さ
せ
る
こ
と
に
な
り

か
ね
ず
、
そ
れ
は
地
域
経
済
の

衰
退
を
招
く
と
と
も
に
、
ひ
い

て
は
日
本
経
済
に
大
き
な
影
響

を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
も
の

で
あ
ろ
う
。

本
稿
で
は
、
外
形
標
準
課
税

に
つ
い
て
議
論
し
た
が
、
い
か

な
る
税
が
「
望
ま
し
い
税
」
と

な
る
の
か
、
単
な
る
財
源
確
保

と
い
う
視
点
の
対
症
療
法
的
な

議
論
で
は
な
く
、
本
質
的
な
議

論
を
行
わ
な
く
て
は
な
ら
な
い

と
考
え
て
い
る
。

《
注
釈
》

注
1

日
本
税
理
士
会
連
合
会

「
平
成
28
年
度
・
税
制
改
正
に

関
す
る
建
議
書
」「
は
じ
め

に
」
お
よ
び
6
頁
、
東
京
税
理

士
会
「
平
成
28
年
度
税
制
及
び

税
務
行
政
の
改
正
に
関
す
る
意

見
書
」
11
頁
と
も
、
外
形
標
準

課
税
の
中
小
企
業
へ
の
適
用
拡

大
に
反
対
し
て
い
る
。

注
2

「
こ
の
よ
う
な
措
置
を

設
け
る
こ
と
か
ら
も
、
平
成
27

年
度
の
税
制
改
正
に
よ
り
、
増

税
と
な
る
法
人
が
多
く
見
込
ま

れ
る
と
想
定
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
」

多
田
雄
司
「
法
人
事

業
税
の
外
形
標
準
課
税
の
改
正

と
実
務
に
与
え
る
影
響
」
租
税

研
究
2
0
1
5
年
6
月
号
3
0

3
頁

日
本
租
税
研
究
会

注
3

神
野
直
彦
「
法
人
事
業

税
の
外
形
標
準
課
税
を
巡
っ
て
」

税
研
2
0
1
5
年
3
月
号
57
頁

日
本
税
務
研
究
セ
ン
タ
ー

《
主
要
参
考
文
献
》

右
掲
の
ほ
か

金
子

宏
「
租
税
法
（
第
20

版
）」
弘
文
堂

2
0
1
5
年

佐
藤
主
光
「
地
方
税
改
革
の
経

済
学
」
日
本
経
済
新
聞
社

2

0
1
1
年

碓
井
光
明
「
要
説

地
方
税
の

し
く
み
と
法
」
学
陽
書
房

2

0
0
1
年

木
村

収
「
地
方
分
権
改
革
と

地
方
税
」
ぎ
ょ
う
せ
い

2
0

0
1
年

橋
本

徹
「
改
訂
版

地
方
税

の
理
論
と
課
題
」
税
務
経
理
協

会

2
0
0
1
年

恒
松
制
治
「
地
方
財
政
論
」
良

書
普
及
会

1
9
8
3
年

神
野
直
彦
「
財
政
学
（
改
訂

版
）」
有
斐
閣

2
0
0
7
年

土
居
丈
朗
編
「
日
本
の
税
を
ど

う
見
直
す
か
」
日
本
経
済
新
聞

社

2
0
1
0
年

こ
の
ほ
か
、
総
務
省
、
財
務

省
、
日
本
商
工
会
議
所
の
各
資

料
を
参
照
し
た
。

ま
た
、
政
府
税
制
調
査
会
の

議
論
に
つ
い
て
は
「
法
人
税
の

改
革
」（
2
0
1
4
年
6
月
）

お
よ
び
法
人
課
税
デ
ィ
ス
カ
ッ

シ
ョ
ン
グ
ル
ー
プ
の
各
資
料
に

よ
る
。

法
人
事
業
税
の
外
形
標
準
課
税
の

中
小
企
業
へ
の
適
用
拡
大
を
め
ぐ
っ
て

住吉 真
【浅草】
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